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資  料 

 

○愛媛県障がい者施策推進協議会 委員名簿・条例 

      １ 委員名簿 

      ２ 愛媛県障がい者施策推進協議会条例 

 

○愛媛県障がい者自立支援協議会 委員名簿・設置要綱 

      １ 委員名簿 

      ２ 愛媛県障がい者自立支援協議会設置要綱 

 

○愛媛県障がい者ニーズ調査結果 概要 

 

○障害福祉サービス等の概要 

 

○地域生活支援事業等の概要 
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愛媛県障がい者施策推進協議会 
 

１ 委員名簿 
 

（任期：令和４年 11月 21日～令和６年 11月 20日） 

 

選任部門 氏   名 現       職 

学 識 

経 験 者 

西嶋  真理子 愛媛大学大学院医学系研究科教授 

村 岡  則 子 
聖カタリナ大学人間健康福祉学部社会福祉学科

教授 

定 松  修 一 愛媛県理学療法士会相談役 

黒 田  典 生 日本精神科病院協会愛媛県支部長 

障がい者・ 

障がい者自

立及び社会

参加事業関

係 者 

河 内  修 二 愛媛県身体障害者団体連合会会長 

公 原  憲 代 松山手をつなぐ育成会副会長 

大 岩  金 司 愛媛県精神障害者福祉会連合会会長 

笠松  美智子 愛媛県ホームヘルパー協議会会長 

廣田  千代美 愛媛県身体障害者施設協議会会長 

芳 野  妙 愛媛県知的障害者福祉協会副理事長 

日 髙  幸 徳 
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

愛媛支部愛媛障害者職業センター所長 

河野  美千代 愛媛県立松山盲学校校長 

行 政 

関 係 者 

武 智  邦 典 愛媛県市長会会長（伊予市長） 

河 野  忠 康 愛媛県町村会会長（久万高原町長） 

久 保 田  晶 愛媛県保健福祉部福祉政策統括監 

（敬称略・順不同） 
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２ 愛媛県障がい者施策推進協議会条例〔平成６年７月 15日愛媛県条例第 17号〕 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者基本法（昭和 45年法律第 84号）第 36条第３項の規定に

基づき、愛媛県障がい者施策推進協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 協議会は、委員 20人以内で組織する。 

（委員） 

第３条 委員は、学識経験のある者、障害者、障害者の自立及び社会参加に関する事業

に従事する者及び関係行政機関の職員のうちから、知事が委嘱し、又は任命する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第４条 協議会に会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会の会議は、委員の過半数の出席がなければ、議事を開き、議決することがで

きない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

（幹事） 

第６条 協議会に幹事を置くことができる。 

２ 幹事は、県職員のうちから、知事が任命する。 

３ 幹事は、会長の命を受け、協議会の所掌事務について、会長及び委員を補佐する。 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、保健福祉部において処理する。 

（雑則） 

第８条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議

会に諮って定める。 
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愛媛県障がい者自立支援協議会 
 

１ 委員名簿 
 

（任期：令和５年 11月１日～令和７年 10月 31日） 

 

区  分 氏   名 現     職 

学識経験者 

西嶋  真理子 愛媛大学大学院医学系研究科教授 

村 岡  則 子 
聖カタリナ大学人間健康福祉学部社会福祉学科

教授 

障 が い 者 

団 体 

関 係 者 

山 口  佐 人 愛媛県身体障害者団体連合会副会長 

松 村  美 保 八幡浜手をつなぐ育成会会長 

喜 安  政 光 松山記念病院家族会「朝美会」 会長 

三木  由紀子 愛媛県難病等患者団体連絡協議会副会長 

支援従事者 

菅 野  和 久 
社会福祉法人あおい会相談支援センター星の里 

管理者兼主任相談支援専門員 

五 島  裕 子 一般社団法人愛媛福祉研修協会 

丸 田  一 郎 愛媛県精神保健福祉士会顧問 

蒲 池  慎 一 愛媛県立みなら特別支援学校松山城北分校長 

渡 邊  剛 次 愛媛県社会福祉事業団道後ゆう所長 

関 係 行 政 

機 関 職 員 

林  和 子 東温市市民福祉部福祉課長 

廣 瀬  浩 美 愛媛県中予保健所長  

（敬称略・順不同） 
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２ 愛媛県障がい者自立支援協議会設置要綱 
  
（設置） 
第１条 県内における障がい者の相談支援の体制（以下「相談支援体制」という。）を構築
するとともに、その適正かつ円滑な運営を図るため、障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第 123号）第89条の３第１項の
規定に基づき、愛媛県障がい者自立支援協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（任務） 
第２条 協議会は、次に掲げる事項を取扱う。 
(1) 相談支援体制の構築に関すること。 
(2) 相談支援に従事する人材の育成に関すること。 
(3) 障がい者の地域生活を支援するための社会資源の充実等に関すること。 
(4) 専門的分野における支援方策に関すること。 
(5) その他相談支援体制の適正かつ円滑な運営に関すること。 
（組織） 
第３条 協議会は、委員15人以内で組織する。 
（委員） 
第４条 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、知事が委嘱し、又は任命する。 
(1) 障がい者の保健・福祉に関する学識経験を有する者 
(2) 障がい者団体関係者、障がい者等及びその家族 
(3) 障がい者の支援に従事する者 
(4) 関係行政機関の職員 
２ 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
３ 委員は、再任されることができる。 
（会長及び副会長） 
第５条 協議会に会長及び副会長１名を置く。 
２ 会長は、委員の互選による。 
３ 副会長は、会長が指名する。 
４ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 
５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 
（会議） 
第６条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 
２ 協議会の会議は、委員の過半数の出席がなければ、議事を開き、議決することがで
きない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると
ころによる。 

（専門部会） 
第７条 第２条各号に掲げる事項についての専門的な調査又は検討を行うため、協議会
に専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会は、分野又は地域を定め複数置くことができる。 
（守秘義務） 
第８条 委員は、個人情報その他業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 
（庶務） 
第９条 協議会の庶務は、保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課において処理する。 
（補則） 
第10条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協   
議会に諮って定める。 


